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（地域デザイン推進局）

第１８節 道路等の災害応急対策計画 251 ～ 258

（水循環・森林・景観環境部、食と農の振興部、県土マネジメント部）

第１９節 ライフライン施設の災害応急対策計画 259 ～ 280

（防災統括室、水循環・森林・景観環境部、県土マネジメント部、水道局、ライフライン関係機関）

第２０節 危険物施設等災害応急対策計画 281 ～ 284

（消防救急課、福祉医療部）

第２１節 水防活動計画 285

（県土マネジメント部）

第２２節 地盤災害応急対策計画 286 ～ 288

（水循環・森林・景観環境部、食と農の振興部、県土マネジメント部、地域デザイン推進局）

第２３節 消火活動計画 289 ～ 290

（消防救急課）

救助・医療活動計画 291 ～ 306

第２４節 救急、救助活動計画 291

（消防救急課）

第２５節 保健医療活動計画 292 ～ 306

（福祉医療部）

緊急輸送計画 307 ～ 320

第２６節 緊急輸送計画 307 ～ 309

（防災統括室）

第２７節 災害警備、交通規制計画 310 ～ 320

（警察本部）

物資供給計画 321 ～ 325

第２８節 食料、生活必需品の供給計画 321 ～ 323

（防災統括室、福祉医療部、産業・観光・雇用振興部、食と農の振興部、日本赤十字社）

第２９節 給水計画 324 ～ 325

（水循環・森林・景観環境部、水道局）

保健・衛生計画 326 ～ 335

第３０節 防疫・保健衛生計画 326 ～ 329

（福祉医療部、文化・教育・くらし創造部）

第３１節 遺体の火葬等計画 330 ～ 331

（文化・教育・くらし創造部、警察本部）

第３２節 廃棄物の処理及び清掃計画 332 ～ 335

（水循環・森林・景観環境部）

支援受入計画 336 ～ 340

第３３節 ボランティア活動支援計画 336 ～ 337

（文化・教育・くらし創造部、関係部局）

第３４節 災害救助法等による救助計画 338 ～ 340

（防災統括室、福祉医療部）

教育施設等計画 341 ～ 348

第３５節 文教対策計画 341 ～ 344

（文化・教育・くらし創造部、教育委員会）

第３６節 文化財災害応急対策 345 ～ 348

（文化・教育・くらし創造部）
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第１節 公共施設の災害復旧 349 ～ 350

（防災統括室、関係部局、警察本部）

第２節 被災者の生活の確保 351 ～ 358

（防災統括室、関係部局、関係機関）

第３節 被災中小企業の振興 359

（産業・観光・雇用振興部）

第４節 農林漁業者への融資 360 ～ 361

（水循環・森林・景観環境部、食と農の振興部）

第５節 義援金の受入れ・配分等に関する計画 362

（防災統括室、福祉医療部、会計局、日本赤十字社）

第６節 激甚災害の指定に関する計画 363 ～ 367

（防災統括室、関係部局）

第７節 災害復旧・復興計画 368 ～ 370

（全部局）

第４章　災害復旧・復興計画

総則 371 ～ 373

第１節 総則 371 ～ 373

（防災統括室）

予防計画 374 ～ 388

第２節 南海トラフ地震臨時情報 374 ～ 377

（防災統括室）

第３節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画 378

（防災統括室）

第４節 防災訓練計画等 379

（防災統括室、安全・安心まちづくり推進課）

第５節 地震防災上必要な防災知識の普及計画 380 ～ 382

（防災統括室、安全・安心まちづくり推進課、教育委員会）

第６節 地域防災力の向上に関する計画 383 ～ 384

（防災統括室、、消防救急課、安全・安心まちづくり推進課）

第７節 広域かつ甚大な被害への備え 385 ～ 388

（防災統括室、文化・教育・くらし創造部、観光局、地域デザイン推進局）

応急対策計画 389 ～ 427

第８節 地震発生時の応急対策等 389 ～ 403

（防災統括室等）

第９節 消火活動計画 404 ～ 405

（消防救急課）

第１０節 保健医療活動計画 406 ～ 420

（福祉医療部）

第１１節 緊急輸送計画 421 ～ 423

（防災統括室）

第１２節 防疫、保健衛生計画 424 ～ 427

（福祉医療部、文化・教育・くらし創造部）

第５章　広域災害（南海トラフ巨大地震等）対策計画

地震編　令和4年2月.indd   10地震編　令和4年2月.indd   10 2022/03/12   9:31:142022/03/12   9:31:14



第１節 公共施設の災害復旧 349 ～ 350

（防災統括室、関係部局、警察本部）

第２節 被災者の生活の確保 351 ～ 358

（防災統括室、関係部局、関係機関）

第３節 被災中小企業の振興 359

（産業・観光・雇用振興部）

第４節 農林漁業者への融資 360 ～ 361

（水循環・森林・景観環境部、食と農の振興部）

第５節 義援金の受入れ・配分等に関する計画 362

（防災統括室、福祉医療部、会計局、日本赤十字社）

第６節 激甚災害の指定に関する計画 363 ～ 367

（防災統括室、関係部局）

第７節 災害復旧・復興計画 368 ～ 370

（全部局）

第４章　災害復旧・復興計画

総則 371 ～ 373

第１節 総則 371 ～ 373

（防災統括室）

予防計画 374 ～ 388

第２節 南海トラフ地震臨時情報 374 ～ 377

（防災統括室）

第３節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画 378

（防災統括室）

第４節 防災訓練計画等 379

（防災統括室、安全・安心まちづくり推進課）

第５節 地震防災上必要な防災知識の普及計画 380 ～ 382

（防災統括室、安全・安心まちづくり推進課、教育委員会）

第６節 地域防災力の向上に関する計画 383 ～ 384

（防災統括室、、消防救急課、安全・安心まちづくり推進課）

第７節 広域かつ甚大な被害への備え 385 ～ 388

（防災統括室、文化・教育・くらし創造部、観光局、地域デザイン推進局）

応急対策計画 389 ～ 427

第８節 地震発生時の応急対策等 389 ～ 403

（防災統括室等）

第９節 消火活動計画 404 ～ 405

（消防救急課）

第１０節 保健医療活動計画 406 ～ 420

（福祉医療部）

第１１節 緊急輸送計画 421 ～ 423

（防災統括室）

第１２節 防疫、保健衛生計画 424 ～ 427

（福祉医療部、文化・教育・くらし創造部）

第５章　広域災害（南海トラフ巨大地震等）対策計画

地震編　令和4年2月.indd   11地震編　令和4年2月.indd   11 2022/03/12   9:31:142022/03/12   9:31:14



広域災害計画 428 ～ 432

第１３節 支援・受援体制の整備 428

（防災統括室、県土マネジメント部）

第１４節 広域避難対策 429

（防災統括室）

第１５節 物資等の確保 430 ～ 432

（防災統括室、福祉医療部、産業・観光・雇用振興部、食と農の振興部）

地震編 
第１章 総則 第１節 目的 

第第１１節節  目目的的  

（防災統括室） 
 
 
 
 
 
 
第第１１  計計画画のの目目的的  
  この計画は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号、以下「法」という。）第

４０条に基づく「奈良県地域防災計画」の地震編として、奈良県の地域における大規模

な地震災害に対処するため、地震災害にかかる災害予防、災害応急対策及び災害復旧・

復興に関し、県、市町村、指定地方行政機関、自衛隊、指定公共機関、指定地方公共機

関、公共的団体・機関（以下「防災関係機関」という。）が処理すべき事務又は業務の

大綱を定め、これにより防災活動の総合的かつ計画的な推進を図り、県土及び住民の生

命、財産を地震災害から保護するとともに、災害による被害を軽減し、もって社会秩序

の維持と公共の福祉の確保に資することを目的とする。 

 
第第２２ 計計画画のの基基本本方方針針 
   いつどこでも起こりうる地震による人的被害、経済被害を軽減し、安全・安心を確保

するためには、公助として、防災関係機関がそれぞれ果たすべき役割を的確に実施して

いく必要がある。併せて、住民一人一人が自発的に行う防災活動である自助や、身近な

地域コミュニティや自主防災組織をはじめとした、地区内の居住者等が連携して行う防

災活動である共助が必要であり、南海トラフ地震等の大規模地震の発生が切迫化してい

る近年、自助・共助の重要性はより一層高まっている。 

この計画は、法第２条の２の基本理念にのっとり、個人や家庭、地域、企業、団体等

社会の様々な主体が連携して、「減災」の考え方に基づいて「自分の命は自分で守る」

という意識のもと、「自助」・「共助」の取り組みを推進するとともに、県及び市町村

による「公助」を適切に組み合わせ、総合的かつ計画的に地震災害対策の推進を図り、

「災害に日本一強い奈良県を目指す」ものとする。 

１ 計画の推進に当たっては、下記の諸点を基本とする。    
（１）災害による死者をなくす・人命を守ることを最大の目標に、できる限り被害を最

小化 
（２）自助・共助を基本とした、住民による主体的な自主防災体制の確立 

（３）県、市町村、防災関係機関及び住民、企業それぞれの役割と連携 

（４）防災関係機関相互の協力体制の推進 

（５）ハード対策及びソフト対策を組み合わせた災害対策事業の推進 

（６）過去の災害の教訓を踏まえた対策の推進 

（７）関係法令の遵守 

奈良県の地域における大規模地震に対処し、地震の被害から「人命を守る」ことを最大

の目標に、できる限り被害の減少を図るため、防災関係機関が処理すべき事項について

計画を定める。また、計画の基本方針等について定めるとともに、この計画に掲げる事

項の推進を図る。 
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